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広告効果の条件依存型モデル

小 川 進

1.は じ δうに

産業組織論の分野において,多 くの広告効果に関する研究が蓄積され続けて

いる。そこでの議論の中心は主に次の4点 についてのものである。すなわち,

(1)広告は産業における集中を促進するか,② 広告 は参 入障'壁を形成す るか,

(3)広告は製品差別化を形成するか,(4)広 告の成果は社会的に是認 され えない

か,の4点 である1。 これ ら4点 に関 しで肯定的な見解を示す ものを支配力派,

否定的な見解を示すものを情報派と呼ぼう。現在までのところ,支 配力派 と情

報派のどち らが広告効果に関 して,適 確な解答を与えているかの決着はついて

いない2。 このような状態の中,広 告効果研究に対 して,新 しい視点を与える

研究が登場 しつつある。(以 下ではこれを新広告研究 と呼ぶ3。)

従来の研究は,流 通業者の存在を無視 してきた。あるいは,流 通業者を製造

業者の製品をただ,消 費者にとどけるだけの受身的存在としてとらえてきた。

つまり,従 来の研究は製造業者と消費者とを結ぶ二段階市場を想定 してきた。

1)荒 川 祐 吉 「マ ー ケ テ ィ ン グ ・サ イ エ ン ス の 系 譜 』,1978,170ペ ー ジ。

2)Farris,P.W.andM.S.Albion,"ThelmpactofAdvertisingonthePrice

ofConsumerProducts",Journal'ofMarketing,Summer1980,p.33.

3)代 表 的 な も の と し て,以 下 の 研 究 を あ げ る こ と が で き る 。

Ibid.Albion,M.S.andP.W.Farris,TheAdvertisingControversy,1981.

Albion,M.S.,Advertising'sHiddenEffects,1983.Steiner,R.L.,"ADual

StageApproachtotheEffectsofBrandAdvertisingonCompetitionand

Price",inJohnF.Cady,ed.,MarketingandthePublicInterest,1978.

Porter,M.E.,InterbrandChoice,Strategy,andBilateralMarhetPower,

1976.,"ConsumerBehavior,RetailerPowerandMarketPerformancein

ConsumerGoodsIndustries",TheReviewofEconomicsandStatistics,

Nov.1974.
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そ して,そ こでは,消 費者の購買行動の産業間差異や製造業者の経路政策の産

業間差異は軽視されてきた。また,製 品自体の特性 もほとんど考慮 されてこな

かった。その結果として,従 来の研究は,あ る一産業における広告効果を測定

したり,消 費財全産業に共通する広告効果を測定 しようとしてきた。

新広告研究はこれに対 して,流 通業者,特 に小売業者の存在を重視す る。そ

して,そ のことを通 して,消 費者の購買行動,製 造業者の経路政策,製 品特性

の産業間差異を分析の枠組みの中に取入れている。本稿ではそこでの議論を整

理する。そして,広 告効果が条件依存的であることを指摘 し,広 告効果の条件

依存型モデルを提示することにする。

∬.新 広告研究の基本的視角

皿.1.広 告ブラン ドのブラン ド内競争

従来の広告効果研究における支配力派の議論によれば,広 告は(1}産 業にお

ける集中を促進 し,② 参入障壁を形成 し,(3)製 品差別化を形成 し,そ の結果 と

して,そ の産業における価格は競争価格を越えて設定されると考え られる。 こ

れに対 して,新 広告研究は工場価格一小売価格,絶 対価格一相対価格という概

念を導入することによって新 しい視点を提供する4。

製造業者の製品の価格 として,製 造業者から流通業者への販売価格(工 場価

格)と 小売業者から消費者への販売価格(小 売価格)を 考えよう。また,・その

産業における平均価格(絶 対価格)と 絶対価格と比較 した,あ るいは他のブラ

ン ドと比較 した,あ るブランドの価格(相 対価格)を 考えよう。新広告研究によ

ると,工 場価格においては,支 配力派の言 うように競争価格を越える価格が設

定 されるか もしれないが,小 売価格においては,必 ず しもそうは言えないとい

4)P.W.FarrisandM.S.Albion,op.cit.M.S.AlbionandP.W.Farris,

op.cit..,chapter8.



広告効果の条件依存型モデル 工65

うことになる5。

製造業者は,広 告をおこなって,消 費者の銘柄忠誠を高める。そ して自社ブ

ランドを小売業者が取扱わざるをえないようにする。そして(1)既 存取扱店舗

における販売量の増加,② 新規の取扱小売店舗の増加による販売量の増加,の

両方を広告によって追及する。一方,製 造業者が取扱小売店舗数を増やす とい

うことは,取 扱小売店舗立地密度の上昇を意味する。 このことは,小 売市場に

おけるブラン ド内競争の激化を意味する。つまり,製 造業者が自社広告ブラン

ドに関して,取 扱小売店舗を増やせば,増 やすほど,小 売市場におけるブラン

ド内競争が激 しくなる。そして,そ の結果,広 告ブランドの相対小売価格は工

場価格に接近するということになる6。 そこでは,た とえ工場価格が競争価格

を越えて設定されても,相 対小売価格は競争的に決定されるということになる。

皿.2.基 準としての広告ブラン ド

広告ブランドの小売価格を考察する場合,小 売業者の価格設定行動に注 目し

なければな らない。小売価格を考察する際,少 な くとも,次 の二つの価格を考

える必要がある。それは,品 目価格と品揃え価格である。品目価格 とは,品 目

それ自体の価格である。今の文脈で言えば,広 告ブランド小売価格である。品

揃え価格 とは,店 舗全体の価格水準である。ある店舗が一広告ブランドしか取

扱 っていない場合,品 目価格 と品揃え価格は一致する。

前節で想定 したのは,同 一規模の各店舗が同一広告ブランドをひとつだけ取

扱 っている世界である。どの店舗でも,同 一ブランドが置かれているため,取

5)こ こでは,工 場価格は寡占企業によって競争価格より高 く設定されていると指摘

するだけで,寡 占企業間の工場格差は問題としないことにする。

6)こ こでは小売業者の規模を同じとし,店 舗間の規模格差が存在 しないと仮定 してお

く。ちなみにスタイナー,フ ァリス,ア ルビオンは広告と価格の関係よりもむ しろ,

広告 と小売粗マージンとの関係をとりあげる。



166 研 究 年 報XXXV皿

扱ブラン ドの品質差は存在せず,そ こでの競争は価格競争にならざるをえない。

つまり,こ こでは,広 告 ブランドは品質一定の基準の働きをしている。

次に,広 告,非 広告の最低2ブ ランドを取扱う店舗を考えよう。そこでは,

広告 ブランドは晶目価格において,別 の働 きをする。

消費者がある店舗に広告 ブランドを購買するためにや ってきたとしよう。そ

してその店舗は広告 ブランドの他に非広告ブランドを取扱 っていたとす る。も

し,こ の非広告ブランドが広告 ブランドよりも低価格で販売されていたとする

と,消 費者は非広告ブランドを購買するかもしれない。消費者はこの広告ブラ

ンドを店舗内ブランド間価格比較の基準 として使っている。つまり広告ブラン

ドは店舗内ブランド間価格比較の基準としての働きをもっている。品目価格に

おいては,ブ ランドを広告すればするほど,店 舗間品質一定の基準効果 と店舗

内ブラン ド間価格比較の基準効果は増加することになる7。

さらに当該製品以外の多製品を取扱う小売業者を考えよう。一般に小売業者

は多製品を取扱 う。そこでの品揃え価格 において も,広 告 ブランドは基準とし

ての働きをもっている8。 消費者は店舗間の品揃え価格を比較 す る時,各 店舗

の各製品の各品目に関して価格比較を行うことはしない。消費者はそのような

場合,あ る特定の製品に関する品目価格の比較をして,各 店舗の品揃え価格の

比較に代用 しようとする。例えば,ダ イエーとイ トーヨーカ ドーの品揃え価格

を比較する場合,正 確な計算を行って比較するのではな く,両 店舗においてあ

るキューピーマヨネーズの価格を比較することで,品 揃え価格の比較に代用 し

ようとするのである。つまり,広 告ブランドは,取 扱店舗数が多 くなる傾向が

あるので,店 舗間品揃え価格比較の基準としての働きをす るのである。広告を

すればす るほど,店 舗間品揃え価格比較の基準効果が増加することになる。以

上のように,広 告 ブランドは(1)店 舗間ブランド内品質一定,(2)店 舗内プラン

7)M.S.Albion,op.cit.,chapter6.

8)Ibid.,chapte'r5,6.
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ド間価格比較,(3}店 舗間品揃え価格比較の三つの基準としての働きをもってい

るのである。

小売業者の多製品的企業的性格と広告 ブランドに関する小売価格設定との関

連でもう一つ触れねばならないのは,販 促的価格設定である。小売業者の販促

的価格設定としてよく知 られているのはロス ・リーダーである。これは小売業

者がその製品を仕入原価以下の価格で販売することによって消費者を自社店舗

に引寄せ,そ の時になされるその他の製品の販売によって店舗全体の レベルに

おいて利潤をあげるために選ばれる製品である。

ここでその製品の選択の基準はその製品価格の低下によってその店舗にどれ

だけの消費者を引寄せることができるかであり,価 格低下によってその他の製

品の販売量がどれだけ増加するかである。前者の能力が高い製品ほど,後 者の

図1

間接販売能力(十)

小売店舗密度(十)

店舗内ブランド間価

店舗間品揃え価格基

広告ブラン

ド価格低下

圧力(十)

*(+)は 一方が増せ ば他方が増す関係 をあ らわす。

以下 の図 はすべ て,こ れ にしたが う。
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能力(間 接販売能力)が 高いと考えられる。その製品の小売価格を知れば知 る

ほど,消 費者予算に占める,そ の製品の重要性が高ければ高いほど,そ の製品

の間接販売能力は高まると考えられる。これと同様に,広 告 ブランドは,販 促

的価格設定の対象品目として,ロ ス ・リーダーになる傾向が大きいと考え られ

る。これは,前 述 した,広 告 ブランドの(1}店 舗間品質一定,② 店舗間品揃え

価格比較の基準としての働きか ら考えられる。つまり,、広告すればするほど間

接販売能力は増加 し,そ の結果として,広 告 ブラン ドがロス ・リーダーになる

傾向がそれだけ大きくなると考えられる。以上のことをまとめると図1の よう

になる。

皿.広 告効果の条件依存的性格

皿.1.商 品分類と広告

従来の産業組織論においては,売 手集中度や生産における規模の経済性など

の概念に見られるように,ど ち らかと言えば製造業者の供給状態に焦点をあて,

その結果生 じる市場支配力を問題にする傾向があった。そこにおいては製品間

における消費者行動特性の差や産業間における製造業者の経路政策の差,な ら

びに製品特性の差は考慮されてこなかった。このような傾向から見れば,情 報

派の議論は消費者(需 要)側 の行動特性を積極的にその分析枠組みに組入れよ

うとしたところから生 じていると解釈することができる。以上のような;従 来

欠けていた視点をその分析枠組みに導入する手掛 りを商品分類 という概念は与

えて くれる。

商品分類はマーケティングの分野において商品間での消費者の購買行動上の

類以および相違に基づ いて商品を少数のグループに分類 し,議 論を単純化 し,

9

予測を容易にする、ための手段として開発されたものである 。
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情報の経済学が指摘するように10製品の価格や品質などの製品属性 に関する

情報を獲得するには費用がかかる。そ して消費者の商品探索努力は,探 索でえ

られるものについて消費者が知覚 した価値が探索に要する費用よりも大きい場

合に支出されると考え られる。 この商品探索努力は製品間で異なると考えられ

る。 またその探索において小売業者による専門的意見,ア ドバイスなどの情報

提供は消費者の購買意思決定に影響を及ぼすことが考え られる。

さらに消費者は商品それ自体 と小売業者により提供される付加的サービスの

合成財を購入すると考えれば,小 売業者による配達,修 理,あ るいは小売業者

自身のアメニティなども消費者の購買意思決定に影響を与えると考えられる。

そ してζの消費者によって必要とされる付加的サービスの量 も製品間で異なる

と考えられる。

ここで所与の製品に対する,競 合ブランドに関する最終消費者需要の価格の

交差弾力性が非弾力である程度を製品差蜘化と呼ぶとする。消費者の探索努力

の製品間の差 とともに小売業者の製品差別化に対する貢献の製品間の差も消費

者特性の製品間差異を考察する時,考 慮にいれる必要がある。

以上のような理由により,消 費者の探索努力の製品間差異 と小売業者の製品

差別化に対する貢献の製品間差異を考慮に入れ,商 品分類をおこなう。まず,

小売店舗を次の二つのタイプに分類する11。

最寄店:販 売とともにほとんどあるいは全 く販売員との相互作用の形では

販売援助はされず,店 舗立地密度が高い小売店舗。

非最寄店:販 売とともに販売援助がなされ,店 舗立地は密度が高いというよ

9)商 品 分 類 につ い て の議 論 は 田村 正 紀 「商 品 分 類 の 因 子 分 析 的 接 近 」
,国 民 経済 雑 誌,

第137巻 第2号,1978年2月 な ど を参 照 され た い 。

10)Stigler,G.J.,"TheEconomicsoflnformation
,"JournalofPolitical

Economy,June1961.

11)M.E.Porter(1974) ,op.cit.,p.422.
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りもむしろ選択的に立地されている小売店舗。

そして,そ の商品が主に最寄店で取扱われている場合には最寄品,非 最寄店

で取扱われている場合には非最寄品と分類する。

この分類の特徴はそこに,消 費者の購買行動,製 造業者の経路政策,製 品特

性の製品間差異が盛込まれていることである。では,こ の商品分類は,ど のよ

うな理論的根拠によって,製 造業者の経路政策をも反映 していると言えるので

あろうか。

販売促進活動を自己の需要拡大を目的とした売手による販売上の附随サービ

スの提供 と定義する。そうした場合,そ れらは広告,宣 伝,推 奨を通 じた製品

の存在,販 売価格,製 品の属性等に関する情報提供活動と配送,信 用供与,ア

フター ・サービス等の取引条件の一部を構成するものとに区分することができ

る12。ここでは,前 者の情報提供活動 との関連において,商 品分類 と製造業者

の経路政策との関係を明らかにしておこう。

消費者の商品探索努力は製品間で異なっている。消費者の商品探索努力が相

対的に大きい時,小 売業者が消費者の購買意思決定に与える影響は大 きい。こ

のような状況において,製 造業者 も小売業者もある問題に直面す ることになる。

製造業者の広告活動や小売業者の推奨を通 じた製品情報の提供 という販売上

の附随サービスは当該販売主体からの製品購入とは分離可能である。このよう

な分離可能のために例えば,あ る小売業者の行う製品情報の提供を受けた消費

者がその小売業者か ら商品を購買せずに,当 該商品(類 似商品)を ヨリ低価格

で販売する小売業者か ら購買するという事態が発生することになる。このよう

　ヨ

な状況を水平的外部効果をともなう状況と呼ぶ 。

また,製 造業者の行 う広告にはその製造業者のブランドが属する製品カテゴ

12)丸 山 雅 祥 『流 通 の経 済 分 析 」,1988年,89-90ペ ー ジ。

13)同 上 書,90ペ ー ジ。
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リー共有的な情報(製 品カテゴリー情報)が 含まれている。そのたあ,あ る製

造業者の広告にうながされて小売店舗を訪れた消費者が,小 売業者の推奨によ

って他の製造業者の製品を購買するという状況 も生 じえる。 このような状況を

垂直的外部効果をともなう状況と呼ぶ14。

すなわち,消 費者の商品探索努力が相対的に大きく,小 売業者の販売促進活

動が消費者の購買意思決定過程に与える影響が重要な時,製 造業者は垂直的外

部効果の問題に,そ して小売業者は水平的外部効果の問題に直面するのである。

このような状況の時,製 造業者は制限的経路政策を行う誘因を持ち,ま た小売

業者もその ことによって利益を受 けることになる。ここで制限的経路政策とは

製造業者が流通業者を組織 し,自 社商品の販路を選択的に特定化するものを指

す。これとは逆に自社商品の販路を選択的に特定化せず,販 路の拡大をはかる

ものを開放型経路政策 と呼ぶ。

小売業者の立場か らすれば,あ る同一ブランドを取扱う小売店舗の数が多け

れば多いほど水平的外部効果をともなう状況が起 りやす くなる。そこで小売業

者は当該ブラン ドに対する情報提供活動を行 う誘因をそがれて しまうことにな

る。 このことは,消 費者の購買意思決定過程に与える小売業者の影響の強さと

いう点で,製 造業者に対 して も,そ の対処策の検討を迫 ることになる。

また,製 造業者の立場からすれば,あ る小売業者の取扱 う,同 一製品カテゴ

リー内の製品の製造業者数が多ければ多いほど垂直的外部効果をともなった状

況が生 じやす くなることになる。このような状況か らの影響を最少限のものに

するためには,極 端な場合では小売業者と自社ブランドのみを扱 う契約を結ぶ

という対処策が考えられる。その見返 りとして,小 売業者が水平的外部効果を

ともなう状況から受ける影響を軽減するたあに,製 造業者は,小 売業者の営業

地域を制限するテ リトリー制を採用 したりするのである。

14)同 上 書,90ペ ー ジ。
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以上のような結果 として,製 造業者は消費者の商品探索努力が相対的に大き

く,小 売業者の販売促進活動が重要である商品,つ まり,非 最寄品においては

自社製品を取扱う店舗の数を制限 し,か つその店舗の取扱 い製造業者数をも制

15

限する傾向をもつことになる。このことは,商 品分類の内容と合致 している 。

以上のように製造業者の経路政策は,製 品自体の特性や消費者の商品探索努力

の大きさに基本的には規定されており,そ のような状況に適応 したものである

と考えられる。 したが って,商 品分類は,消 費者の購買特性,製 品特性,製 造

業者の経路政策の製品間差異に対応 した分類なのである。

それでは,広 告効果 との関連で商品分類は,ど のような意味をもつのであろ

うか。結論か ら先に言えば,各 産業を最寄品 と非最寄品に分類することによっ

て,そ れぞれにおける広告の効果が異なることを指摘することができるのであ

る16。

最寄品に対 しては消費者は,最 寄りの店舗で購買 しようとし,価 格や品質に

関 して買い回りをしようとはせず,小 売業者の販売援助 も望まない。つまり,

消費者はその商品の購買を相対的に重要なものとは思 っていないために費用が

ほとんどかか らない情報すなわち,製 造業者の広告に頼ろうとする。

そのため,小 売業者は販売援助などによって消費者の購買意思決定に影響を

及ぼす ことができず,一 方で製造業者は広告によって消費者の購買意思決定に

影響を及ぼすことが可能となるのである。つまり,最 寄品においては,広 告は

市場支配力形成に貢献するということになる。

一方 ,非 最寄品においては異なるメカニズムが作用する。非最寄品において

は製品の技術的複雑性による消費者の商品知識の欠如やその商品の高価格水準

15)小 売業者が取扱 う製造業者数の制限に関 しては,消 費者の購買行動における店舗内

ブランド間選択が制限されるわけであるが,こ こではその点を指摘するのみでとどめ

てお く。

16)M.E.Porter(1974,1976),op.cit.



広告効果の条件依存型モデル 173・

が家計の予算に与える影響の大きさなどの理由により,消 費者は広 く探索活動

を行 う。 またその探索において,消 費者は小売業者による専門的なア ドバイス

を参考に したりするので小売業者の製品差別化に対する貢献は,最 寄品に比べ

て大 きくなる。消費者は広 く探索を行 うため,そ の購買意思決定は製造業者の

広告によって提供 される情報によってよりも,小 売業者の行動によって ヨリ影

響 されるのである。つまり,非 最寄品においては,広 告は市場支配力形成に貢

献す るようには働かないということになる。支配力派と情報派 との議論の文脈

で言えば,最 寄品においては,広 告は市場支配力を形成す るように働 くが,非

最寄品においては情報として働いている可能性があることを示唆 していると言

える。消費者が完全な品質識別能力を持ち,積 極的に探索活動を行 うことを強

調す る情報派の議論を照 し合わせて もこのことは説得力のあるものである。 こ

の最寄品一非最寄品の分類の有効性は日本の研究者の実証研究によっても支持

　ア

されている 。

各産業を最寄品と非最寄品に分類することによって,そ れぞれにおける広告

の効果が異なるということは,ど ういう意味をもつのであろうか。そ拠は,広

告が条件依存的性格を もつということにほかならない。 したがって,わ れわれ

は広告効果を考察する際,そ れが商品分類以外にどのような条件によって変化

するか,そ の条件を明 らかにする必要がある。

これまでの議論は,小 売段階の存在を分析枠組みに取入れることによって,

広告効果の違 った側面をとらえようとしてきた。 しか し,こ こまでは,小 売業

者の規模を,あ まり考慮せずに議論を展開してきた。そこで次節では,小 売業

者の供給状態の差が広告ブランドにどのように影響を与えるかを考察すること

にする。

17)田 村正紀 『日本型流通システム』,1986年,桑 原秀史 『小売市場 の経済分析』,

1988年,な ど。
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皿.2.小 売業者の規模と広告ブラン ド

新広告研究は,小 売段階における競争状態を重視するところに特徴がある。

広告 ブラン ドを(1)間 接販売能 力,② 店舗間品質一定基準,(3)店 舗内プランド

間価格基準,(4)店 舗間品揃え価格基準の4点 に即 してとらえなおした。 しか し,

この4点 に即 して広告 ブランドをとらえるとしても,その中で小売業者に関 して,

インプ リシッ トにあるいはイクスプ リシットに想定 している仮定をここで明ら

かに しておく必要がある。

すなわち,(1)と(4)で 想定 しているのは,当 該製品以外の製品を販売 してい

る多製品企業的小売業者である。また,② で想定 しているのは,同 じ費用構

造をもつ小売業者である。そして,㈲ で想定 しているのは,当 該製 品に関 し

て,少 な くとも広告ブランドと非広告 ブランドの篠数ブランドを取扱う小売業

者である。この ことは,小 売業者の広告ブラン ドに関する価格設定行動を考え

る場合,少 な くとも次の4点 を考慮する必要がある。それは,そ の小売業者が

(a)当 該製品以外の製品をどれだけ取扱 っているか

(b)そ の店舗の規模はどれ ぐらいか

(c)独 立店なのか,連 鎖店なのか

(d}当 該製品に関 してプライベー ト・ブラン ドを取扱っているか

である。

(a)(b)は,そ の店舗の規模の問題,(c)は 企業規模の問題 と考え られる。また

(d}は その企業が最少最適規模を達成するだけのプライベー ト・ブラ ンドの販

売量を確保できるかどうかの問題であり,ど ちらかと言えば企業規模の問題と

関係すると考えられる。

独立店 と比較 して,連 鎖店は本部集中仕入れにより,大 量購買のメ リットを

生かす。仕入れ価格は独立店に比べ,低 価格になるので,小 売価格は相対的に

低 く設定するこζができる。 したがって,連 鎖店においては,広 告ブランドは

販促的価格設定される傾向が ヨリ大きくなる。
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次にそれぞれの店舗が独立店であると仮定 しよう。大規模小売業はその規模

の経済性より,費 用面で小規模小売業者に対 して優位性をもつ。また,そ の品

揃えの広さの点でも,消 費者の複数財購買を促す点で優位性をもつ。また,一

方で広告ブランドは,広 告されればされるほど,前 述 した基準としての働きと

間接販売能力を増加させていく。そしてその結果,広 告ブランドは広告されれ

ばされるほど,大 規模小売業者によって,販 促的価格設定される傾向が大きく

なるのである。この関係を図示すると図2の ようになる。

図2

店舗規模

・規模の経済性

・品揃 えの広 さ

(+〉 販促的価格設定

能力

(十)

ブ ランド広告量

(+)

間接販売能力

基準効果

(十) 広告ブランド

価格低下圧力

一方 ,小 規模小売業者は,品 揃えは相対的に狭 く,規 模の経済も十分に活用

できない。そのため,広 告ブランドを販促的価格設定の対象として店舗全体の

利潤を増大 しようとするよりも,各 アイテムごとの粗マージンに関心を もつよ
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うになるだろう。つまり,広 告ブランドの価格をなるべ く高く設定したままに

しておきたいと思 うだろう。ここで,小 規模小売業者は,大 規模小売業者との

間の価格競争に直面 して,製 造業者に対 して広告ブランドに対する再販売価格

維持を要求するようになる。

製造業者の視点からすれば,小 売段階における価格競争が小売業者の販売努

力を刺激 し,販 売の増大に貢献するのであれば,そ の限りにおいては製造業者

は価格競争を容認す るだろう。 しか し,価 格競争の激化は一方で小売業者によ

ユ　

る当該ブランド取扱いの誘因を低下させる 。

また,大 規模小売業者の強力な販売力を考えた場合,自 社ブランドの販路 と

して,大 規模小売業者を無視することはできない。そこで,小 規模小売業者 と

大規模小売業者の両方を販路とする時,小 売価格競争は構造的競争力格差に裏

付けられる。この結果,小 売価格競争は激化 し,小 規模小売業者の,製 造業者

に対する工場価格の引下げ要求を発生 させる。ここにいたって,製 造業者は小
19

売価格競争の激化の跳返りに直面することになる 。

このような状況を避けるために,製 造業者は再販売価格維持をおこなう誘因

をもつのである。つまり,小 規模小売業者はマージン保証を目的として,ま た

製造業者は小売価格競争の跳返 りの解消を目的として,再 販売価格維持を行お

20

うとする 。

再販売価格維持がおこなわれるために必要な条件 としては,次 の4つ があげ

られる。それ らは(1)チ ャネル移動時の製品の同一物識別性,(2)再 販売時の

付加サービスの標準性,(3)再 販売価格に関する価格交渉の十分性,(4>製 造業者
　ユ

の市場 コン トロールの存在であ る 。

18)石 原 武 政 『マ ー ケ テ ィ ング競 争 の構 造 』,1982年,246ペ ー ジ。

19)同 上 書,246ペ ー ジ。

中野 安 「価 格 政 策 と小 売 商 業 」,1975年,34ペ ー ジ。

20)同 上 書,34・ 界一 ジ。

21)Douglas,E.,EconomicsofMarketing,1975,pp.399-400.
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製品の同一物識別性とは製造業者のブランド付与による製品差別化などをと

おして,製 品がチャネルを移動 しても買手がその製品をその製造業者の物であ

ると確認できることをさす。再販売時の付加サービスの標準性とは再販売時に

よって提供 されるサービスが標準化されていることをさす。製造業者の市場 コ

ントロールの存在 とは,寡 占体制の成立,自 己ブランドの各アイテムに関 して,

22

販路の特定化が可能なほど経路整備が行われていることなどをさす 。

これら4つ の条件を考えた場合,小 売業者による製品差別化への貢献が少な

く,再 販時の付加サービスがほとんど必要のない,最 寄品のほうが非最寄品よ

りも条件にヨリ適合すると思われる。 したがって,当 該製造業者の属する産業

の売手集中度が高 く,そ の製品が最寄品で,主 要販路が小規模小売業者である

場合,製 造業者による再販売価格維持行為が行われる可能性が高いと考えられ

る。

本節でわれわれは,広 告効果の条件依存的性格について明らかにしてきた。

ここで,広 告効果を考察する場合,特 に重要な条件変数として最寄品一非最寄

品の分類 と小売業者の規模,つ まり,量 販店小売市場占有率を指摘 した。そこ

で次節では,こ れまでの議論をまとめる形で広告効果の条件依存型モデルを提

示することにす る。

IV.広 告効果の条件依存型モデル

産業組織論の分野における従来の広告効果研究は一般に,製 造業者と消費者

とを直接結びつける単純市場を想定 して展開されてきた。そこでは広告の供給

状態に与える影響を重視 した支配力派と需要側(消 費者)の 状態を重視 した情

報派の二つの意見の対立があった。

22)石 原武政 「再販売価格維持と流通経路支配」,荒 川祐吉編 『流通研究の新展開』,

1974年,203ペ ージ。
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しか し,こ れらの対立は消費者行動特性,小 売業者の製品差別化への貢献,

製造業者の経路政策の製品間差異に基づ くものであることが明らかにされた。

また広告効果は広告製品を取扱う小売業者の規模によっても異なることが指摘

された。

以上のことがらは,広 告効果が条件依存的性格をもつことを意味 している。

このような条件依存的性格を考慮 して,広 告効果の条件依存型モデルに提示す

ると図3の ようになる。

図3

・最寄品か非最寄品か

・量販店小売市場占有率

・製品周期の段階

・ブラン ド広告量

・プライベー ト・ブラン ド

市場 占有率

・ブランド市場 占有率

ブランド小売価格変動

ここでは特に寡占化された状態,・すなわち,売 手集中度の高い状態をとりあ

げる。それは,新 広告研究の特徴は,「 たとえ広告によって売手集中度が高ま

っても,そ の広告ブランドは小売市場においては基準としての働きをもち,そ
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の広告量ゆえに価格競争にさらされる可能性をもつ」と主張するところにある

と思われるからである。また,売 手集中度は製造業者の再販売維持能力の指標

としての働きももつ。

ブランド小売価格変動

流通システム内の競争が有効に行われているかどうかは消費者に直面する小

売市場において集約的にあらわれる。そして,そ の指標 として小売価格変動が
　ヨ

考え られる 。小売価格変動が大きければ大きいほど,そ のブランドに関す る
　る

流通システム内の競争は有効に行われていると考えられる 。

プ ライベー ト・ブランド市場 占有率

広告による直接の効果ではないが,プ ライベー ト・ブラン ドは広告によって

提供される製品カテゴリー情報の恩恵をうけている。そして,そ の価格は広告

ブランドの小売価格低下の圧力を生み出す。よって,こ の変数の値が大きけれ

ば大きいほど小売価格変動は大きくなる。

製晶周期の段階

広告効果は時間とともに変化すると考え られる。製品周期を前半(導 入期と

成長期)と 後半(成 熟期と衰退期)に 分けると,一 般的には製品周期の前半は

消費者がその製品に対する情報をほとんどもっていないため,製 造業者の市場

支配力は相対的に大きくなると考えられる。また後半においては消費者はその

製品に関 して十分情報を蓄積 しているたあ,製 造業者の市場支配力は前半に比

べて小さくなると考え られる。ここで もし製造業者が当該製品分野を自社の主

要事業と考えている場合,広 告が参入障壁を築いたとしても,同 時に撤退障壁
　　

を築 くことになり,市 場支配力は後半に弱 くなると考えられる。したがって

23)小 売 価 格 変 動 に関 す る議 論 にっ い て は,田 村 正 紀(1986),前 掲 書 ,12章 を参 照 さ

れ た い。

24)同 上 書,341ペ ー ジ。

25)撤 退 障 壁 に関 して は,Caves,R.E.andM.E.Porter,"BarrierstoExit"in

R.T.MassonandP.D.Qualls,ed.,EssaysonIndustrialOrganizationin

honorofJ.S.Bain,1976.を 参 照 さ れ た い。
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製品周期の前半よりも後半において,広 告量の増加にしたが って,小 売価格変

動は大きくなると考え られる。

しか し,製 品周期前半において,小 売価格変動を大きくする要因が存在する

ことを注意 してお く必要がある。それ らは(1)製 品の標準化の未進行,(2)製 造

業者の,習 熟効果や規模の経済性の利用を狙 った市場占有率争奪競争である。

このような場合,小 売価格変動は製品周期の前半 においても大きくなる可能性

がある。

商品分類と量販店小売市場占有率については,図4の マ トリックスを使って

考える。

図4
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図4でADi(i=1,2,3,4)は,広 告が小売価格変動に与え る影響 をあ

らわす。ADi〈0の 時,広 告量が増加するにしたが って小売価格変動が減少

することを意味する。ADi>oの 時はその逆である。これまでの議論か ら,

AD1<0,AD2>0,AD3>0,AD4>0.

AD1くAD2〈AD3<AD4.

となる。

一

売手集中度が高い場合,他 の条件を一定とすれば,ブ ランド市場占有率が高

くなればなるほど,ブ ランド小売価格変動は小さくなる。 しか し,量 販店小売

市場占有率が高い場合,広 告 ブラン ドの基準効果により,小 売価格変動は大き

くなると考えられる。前者の場合の,小 売価格変動に与える影響をMS1,後

者の場合をMS2と すると,

MS1〈0,MS2>0.

となる。

v.結 び

最後に本稿でわれわれが,お こなった議論を整理 してお こう。従来の産業組

織論での広告効果研究では,小 売業者は無視できる,あ るいは製造業者の製品

をただ代わりに消費者に販売するだけの,受 動的な存在として,と らえ られて

きた。

しかし,小 売業者は現実には,製 造業者の販売代理人で もあるし,消 費者の

購買代理人でもある。小売業者は,小 売段階での競争に直面 し,自 己の利潤を

極大化 しようと努力する。その結果,店 舗 レベルでの利潤の極大化を狙い,広

告ブランドを目玉商品にもする。その価格設定にも,自 社の規模などの差別的

優位性を活用しようとする。また,製 品差別化において,小 売業者の貢献が重
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要な場合がある。小売業者は能動的な存在なのである。

このような受動的な存在ではない,能 動的な小売業者の存在 という,新 しい

視点を導入 した時,広 告効果の研究は新展開をみせる。そこでは,小 売店舗間

プランド内競争や,小 売店舗内ブランド間競争が問題になる。それにしたが っ

て,分 析対象が産業 レベルからブランド・レベルへと移 ってい く。また.一 方

で消費者の購買行動,製 造業者の経路政策,小 売業者の製品差別化への貢献,

そして製品それ自体の製品間差異が問題 になる。

このような展開の中で,広 告効果の条件依存的性格が浮き彫りにされてきた。

これからは,広 告効果の条件依存的性格 を分析枠組みに取入れ,理 論的研究と

ともに実証分析を蓄積 してい くべきであろう。

(1990.9.14)


